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5. 環境基準の設定に当たっての指針値に関する検討 

 

環境基準の設定に当たっての指針値について、長期曝露及び短期曝露による健康影響に

関する知見の定量的評価の作業を踏まえ、次のとおり検討を行った。 

  

5.1. 長期基準及び短期基準の必要性 

微小粒子状物質リスク評価手法専門委員会報告において示されているように、微小粒子状

物質等の大気汚染物質の濃度と人口集団の健康影響指標との関連において、長期曝露では、

より低濃度で慢性影響が起こり、短期曝露では、より高濃度で急性影響が起こると考えられる場

合には、それぞれの健康影響について環境基準を定めることが妥当であると考えられる。 

微小粒子状物質については、長期曝露による健康影響と短期曝露による健康影響の両者

が示されている。長期曝露による健康影響については、国内外で実施された 10年以上の観察

期間を持つコホート研究において、長期曝露に伴って発現する循環器疾患や呼吸器疾患の

死亡リスクの上昇や症状、機能変化等の種々の健康影響の存在が示されている。短期曝露に

よる健康影響についても、同様に微小粒子状物質への短期的な曝露に伴って発現すると考え

られる健康影響が疫学知見や毒性学知見から示されている。 

一般に、地域における微小粒子状物質の長期平均濃度（年平均値等）と短期平均濃度（日

平均値等）の高濃度出現頻度の間には、経験的に高い相関がみられる。すなわち、長期平均

濃度又は短期平均濃度の高濃度出現頻度に関する一方の基準を定めて、一方の平均濃度を

その基準以下に低減する対策を図ることにより、もう一方の平均濃度に関しても低減効果が一

定程度作用し、濃度分布全体が引き下げられることが期待される。しかしながら、発生源、地理

的条件及び気象条件等の違いにより、同じ長期平均濃度でも、短期平均濃度の変動が尐ない

地域や大きい地域がある。図5.1に概念的な説明を示したように、曝露濃度分布全体を平均的

に低減する意味での長期平均濃度に関する基準（以下「長期基準」という。）のみを設定した場

合には、変動が大きい地域では高濃度出現時に健康への悪影響が観察される可能性がある

（図の点線囲み部分）ので、曝露濃度分布のうち、高濃度領域の濃度出現を減尐させる意味で

の短期平均濃度に関する基準（以下「短期基準」という。）を長期基準と併せて設定することに

よって、微小粒子状物質の長期曝露及び短期曝露に関して地域の人口集団の健康の適切な

保護が図られるものと考える。 
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図 5.1. 長期基準のみの場合と長期基準と短期基準両者の場合の濃度分布概念図（箱ひ

げ図は各仮想地域の微小粒子状物質濃度日平均値の分布を表す。点線は短期基準値に相

当する水準を示す。） 

 

5.2. 長期基準の考え方と知見の評価 

先に述べたように、長期平均濃度と短期平均濃度の高濃度出現頻度の間には高い相関が

観察されることから、長期基準は短期曝露による健康影響に関しても一定の低減効果を持つこ

とが期待できるが、長期曝露による健康影響を低減することが第一義的な役割である。 

これまで行われてきた微小粒子状物質への長期曝露影響に関する疫学研究では、数年か
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ら十数年という調査期間における曝露と健康影響との関連性が検討されてきた。どの程度の長

さの曝露によってどのような性質の健康影響が生ずるのか明確とはなっていない。しかしながら、

長期基準として年平均値を採用した場合には、1年を超える期間の累積的な曝露による健康

影響についても保護することができると考えられる。一方、長期基準として 1年よりも長い平均

化時間を採用することは、大気汚染状況の評価に時間的な遅れを生じさせることになる。また、

1年よりも短い季節や数ヶ月間の曝露による健康影響に関する知見は現時点では限られており、

長期基準として 1年よりも短い平均化時間を採用することは困難である。したがって、長期基準

としては年平均値を採用することが妥当であると考えられる。 

 

今般、統計学的に有意な相対リスクを示す疫学知見において、対象地域の濃度の平均値又

は濃度範囲の中央値付近の領域は、研究対象のデータが最も集中するため、最も健康影響が

確からしい水準と考えられるが、これらの水準と併せて、濃度－反応関係の統計学的信頼区間

の幅の広がりや相対リスクの上昇についても留意して、複数の知見において健康影響が確から

しい濃度を見いだすための評価を行った。 

なお、日米の疾病のリスクファクター分布等の相違の特徴や大気中濃度の相違の特徴に関

する次の考察から、国外の疫学知見も含めて評価することは公衆衛生の観点からも妥当と考え、

評価を進めることとした。 

 

 循環器疾患については、国内知見と国外知見の結果が異なっている可能性が示され

ているが、リスクファクターの分布、虚血性心疾患が全死因の中に占める割合及び罹患

率の違い等の疾病構造の違いによって結果に差が生じていると解釈できる。現時点に

おいて、国内では長期曝露影響が明確ではないものの、国外の疫学知見の結果や

種々の毒性学知見の結果（循環器系や呼吸器系等の機能的、生化学的、形態学的

な変化等）を踏まえれば、心疾患に関するリスクが高い者に関して、微小粒子状物質に

よる影響を受けている可能性を否定するものではない。さらに、短期曝露と死亡に関す

る疫学知見では、国外知見と同じように国内でも急性心筋梗塞による死亡リスク上昇が

みられている。 

 肺がん死亡については、国外知見において統計学的に有意な影響がみられる知見

と有意ではないが影響がみられる知見の両者があるが、いずれの場合も単位濃度

当たりのハザード比の大きさは国内の疫学知見の結果と類似していた。死亡以外



 

 

 5-4 

の呼吸器系に対する影響については国内外の知見に大きな相違はみられていな

い。 

 日本と米国では、硫酸塩濃度等の粒子状物質中の成分にはやや違いがみられること

が報告され、硫酸塩が微小粒子状物質の健康影響に関して重要な成分である可能性

を示唆する知見も存在するものの、現在の知見では特定の成分が健康影響と関連して

いることを示す明確な証拠はない。 

 

まず、環境基準の設定に当たっての指針値を検討するための出発点として、「4. 微小粒子

状物質の健康影響に関する定量的評価」で示した死亡やその他の種々のエンドポイントにつ

いて PM2.5への長期曝露との関連性を報告している個々の疫学研究（コホート研究等）におけ

る対象地域の平均濃度や濃度－反応関係に関する情報に基づいて、健康影響が観察される

濃度水準を整理した。 

死亡をエンドポイントとするコホート研究のうち、米国6都市研究のオリジナル研究における6

都市全体の全調査期間の PM2.5平均濃度は 18.0 µg/m3（6都市の濃度範囲 11.0～29.6 

µg/m3）であった。米国６都市拡張研究の第 1期では 6都市全体の PM2.5平均濃度（1980～

1985年）は 18.1 µg/m3（6都市の濃度範囲 11.4～29.0 µg/m3）、第 2期では PM2.5平均濃度

（1990～1998年）は 14.8 µg/m3（6都市の濃度範囲 10.2～22.0 µg/m3）、全調査期間の

PM2.5平均濃度は 16.2 µg/m3（6都市の濃度範囲 10.8～24.6 µg/m3）であった。ACS研究の

オリジナル研究では、全体の PM2.5平均濃度は 18.2 µg/m3（各都市の濃度範囲 9.0～33.5 

µg/m3）、その再解析結果では全体の PM2.5平均濃度は 20.0 µg/m3（各都市の濃度範囲 10

～38 µg/m3）であった。ACS拡張研究では、1979～1983年のPM2.5平均濃度は 21.1 µg/m3

（濃度範囲 9～34 µg/m3）、1999～2000年の PM2.5平均濃度は 14.0 µg/m3（濃度範囲 5～

20 µg/m3）、1979～1983年と 1999～2000年の期間を合わせた平均では PM2.5平均濃度は

17.7 µg/m3（濃度範囲 7.5～30 µg/m3）であった。米国 6都市研究及び米国 6都市拡張研究

では、対象地域数が尐ないために濃度－反応関係について精密な検討を行うことに制限があ

るが、PM2.5濃度がおおむね 15 µg/m3以下の地域と比較して、20 µg/m3を超える地域で死亡

リスクの上昇がみられているとみなすことができる。ACS拡張研究では、PM2.5濃度と相対リスク

の関係について平滑化された濃度－反応関係とその信頼区間が示されている。米国 EPA等

の健康影響評価文書（U.S.EPA, 2005; WHO, 2006）では、この図に基づいて濃度－反応

関数の信頼区間の幅が広がることが示されたのは、12～13 µg/m3を下回る領域からであった
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とされている。 

WHI研究は 1994～1998年に参加者を登録して、平均約 6年間の追跡を行ったコホート

研究であるが、PM2.5の曝露濃度の解析には 2000年の年平均値を用いており、対象地域の

PM2.5平均濃度は 13.5 µg/m3、濃度範囲は 3.4～28.3 µg/m3であった。 

日本における三府県コホート研究では、調査期間 10年（1984～1993年）の 6地域の SPM

平均濃度は 35.5 µg/m3（濃度範囲 22～45 µg/m3）であり、PM2.5/SPMの比を 0.7 として推計

された PM2.5平均濃度は 24.9 µg/m3（濃度範囲 15～32 µg/m3）であった。調査期間 15年

（1984～1998年）の 6地域の SPM平均濃度は 35.2 µg/m3（濃度範囲 21～44 µg/m3）であり、

PM2.5/SPMの比を 0.7 として推計された PM2.5平均濃度は 24.6 µg/m3（濃度範囲 14～31 

µg/m3）であった。三府県コホート研究においては SPM濃度に基づいた PM2.5濃度推計の誤

差を約 5 µg/m3と見積もっていることから、対象地域の PM2.5平均濃度は 20～30 µg/m3と考

えることができる。三府県コホート研究では対象地域数が尐ないために、米国 6都市研究と同

様に濃度－反応関係について精密な検討を行うことに制限があるが、PM2.5濃度が 27～31 

µg/m3を超える地域で死亡リスクの上昇がみられているとみなすことができる。三府県コホート

研究における PM2.5推計濃度の誤差を考慮すれば、おおむね 22～36 µg/m3と考えられる。 

死亡以外のエンドポイントに関する疫学研究のうち、肺機能の変化に関するカリフォルニア

子供研究からいくつかの報告があり、対象12地域の1994年のPM2.5平均濃度は15.3 µg/m3

（濃度範囲 6.7～31.5 µg/m3）、1996～1999年の PM2.5平均濃度は 13.8 µg/m3（濃度範囲

5.5～28.5 µg/m3）、1994～2000年の PM2.5平均濃度は 13.8 µg/m3（濃度範囲 5.6～28.5 

µg/m3）であった。 

呼吸器症状に関する米国 6都市研究において、子供の呼吸器症状との関連性に関する報

告では、対象地域の PM2.5の調査前 1年平均値（1980～1981年）は 21.1 µg/m3（濃度範囲

11.8～36.7 µg/m3）であった。呼吸器症状に関する米国・カナダ 24都市研究では 1988～

1991年の PM2.1平均濃度は 14.5 µg/m3（濃度範囲 5.8～20.7 µg/m3）であった。 

我が国における呼吸器症状に関する微小粒子状物質曝露影響調査の全国 7地域の PM2.5

濃度は、ベースライン調査時で平均濃度25.2 µg/m3（濃度範囲19.2～28.4 µg/m3）であった。 

 

次に、上述した疫学知見から抽出された濃度水準について検討を加えた。 

PM2.5への長期曝露との関連性を報告している死亡に関するコホート研究や死亡以外の呼

吸器系への影響に関する横断研究における対象地域の濃度範囲のうち、PM2.5濃度が 20 
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µg/m3以上の範囲については、国内外の多くの疫学知見において対象地域の濃度範囲の平

均を超える水準であり、濃度－反応関係に関する検討においても健康影響が観察される濃度

水準である。 

PM2.5への長期曝露との関連性を報告しているコホート研究の中で、対象地域の PM2.5平

均濃度が 15 µg/m3を下回っているものにWHI研究があるが、この研究の対象集団における

心血管疾患死亡率は日本における一般集団とは大きく異なっており、リスクファクターの分布も

異なっている。また、曝露濃度として 2000年の PM2.5濃度のみを用いていることから、曝露濃

度に関する不確実性が大きいと考えられる。 

ACS拡張研究では、PM2.5濃度と相対リスクの関係について平滑化された濃度－反応関係

とその信頼区間が示されており、米国 EPA等の健康影響評価文書では、濃度－反応関数の

信頼区間の幅が広がることが示されたのは、12～13 µg/m3を下回る領域からであったとされて

いる。しかしながら、この濃度領域における信頼区間の幅の広がりは、対象地域数にも依存す

るものであり、濃度－反応関係の統計学的信頼性のみを反映するものではない。 

カリフォルニア子供研究では、対象 12地域の全体的な傾向として、PM2.5濃度と肺機能の

成長の遅延に関連がみられているが、平均濃度が 10 µg/m3を下回る複数の地域と、平均濃

度が 15 µg/m3付近の地域において肺機能の成長に差があると結論づけることは困難である。 

15 µg/m3を下回る濃度領域に関するその他の疫学知見も非常に限られており、現時点では

健康影響が観察される濃度水準とみなすことはできない。 

国外知見において、死亡以外の呼吸器症状や肺機能変化等のエンドポイントの健康影響に

関して関連を報告している知見の平均濃度は、おおむね年平均値 15 µg/m3を超えており、死

亡をエンドポイントとする知見とおおむね同じ濃度領域において健康影響が観察されていた。

疫学研究においては、呼吸器症状や肺機能変化等の健康影響が、常に死亡より早期に又は

低濃度で検出できるとは限らない。これはエンドポイントを評価する手法の精度等にも関連する

ことである。今回の評価では、死亡をエンドポイントとして見いだされた健康影響が観察される

濃度水準よりも低い濃度で、死亡以外の健康影響が生じている確かな知見はなかった。 

国内知見については、国外知見と比較して限られた情報であるが、死亡及び死亡以外のエ

ンドポイントのいずれにおいても推計誤差も含めて 20 µg/m3以上の濃度水準で影響がみられ、

20 µg/m3 を下回る濃度領域において、現時点では健康影響がみられていない。しかしながら、

PM2.5への曝露による健康影響に関して、人種差や微小粒子状物質の成分の違いによって影

響が異なることは明らかでないことから、平均濃度 20 µg/m3以下の濃度領域において健康影
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響を示している国外知見も含めて評価することは妥当と考える。 

 

5.3. 短期基準の考え方と知見の評価 

微小粒子状物質への高濃度の短期曝露に伴って発現すると考えられる呼吸器系や循環器

系における死亡、入院・受診及び機能・症状の変化等様々な健康影響が示されている。短期

基準は、これらの健康への影響の防止が第一の役割と考えられる。そのため、長期平均濃度と

短期平均濃度の高濃度出現頻度に関する統計学的な関連性を考慮したうえで、長期基準の

みでは十分に低減することが困難である短期的な高濃度曝露による健康影響を防止する観点

で、短期基準を設定することが考えられる。 

多くの微小粒子状物質への短期曝露の疫学研究では日平均値、若しくは数日平均に基づ

いた関連性が報告されている。24時間よりも短い 1時間から数時間の曝露による影響を報告し

ている疫学研究も存在するが、これらの知見は限定的であり、かつ、日平均値基準によっても、

それより短い平均化時間の曝露による健康影響からも一定程度保護できると考えられる。さら

に、気象条件等により数日間高い濃度が持続するエピソードによる健康影響についても、日平

均値基準によって保護することが可能である。したがって、短期基準として日平均値の高濃度

出現頻度を採用することが妥当であると考えられる。 

日本の 20都市研究の結果において、98パーセンタイルを超える濃度領域でリスクがより大

きく上昇している傾向がみられる等、長期基準のみでは十分に低減することが困難な高濃度出

現時において健康リスクが上昇することが考えられる。その一方、統計学的な安定性をみると、

年平均値と 98パーセンタイルを超える濃度領域との関係は不安定となる。全国の大気測定局

におけるPM2.5濃度の解析結果によると、98パーセンタイル値と年平均値との関連性について

は、すべての年度で決定係数が 0.8以上となり、パーセンタイルが小さくなるにしたがって関係

が安定してくる（参考１）。環境基準の評価において、地域における大気汚染に対する施策の

効果等を的確に判断することが求められることから、統計学的な安定性の観点は重要である。

したがって、これらの健康リスクの上昇や統計学的な安定性を踏まえれば、短期基準は 98パ

ーセンタイルの高濃度領域の濃度出現を低減することを目的に設定することが適切であると考

えられる。すなわち、長期基準（年平均値）を設定することによって濃度分布の大部分の濃度を

低減するとともに、健康リスクの上昇のみられる高濃度領域の濃度を低減するために 98パーセ

ンタイル値を目安として短期基準を設定することによって、長期及び短期曝露による健康影響

をそれぞれ適切に防止することができると考えられる。 
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その観点から、まず短期曝露影響に関する健康影響がみられる疫学知見において 98パー

センタイル値を算出した。次に年平均値の指針値に対応する98パーセンタイル値を算出し、こ

の値を下回る濃度領域で健康影響がみられるか検証することによって日平均値の指針値を定

めることが考えられる。 

 

米国の PM2.5の日平均値の基準値は、PM2.5への短期曝露影響に関する疫学知見を検討

し、有意な関係を報告した疫学研究では、98パーセンタイル値が約 39 µg/m3を上回る研究が

多数を占め、30～35 µg/m3の範囲内では有意な関係を示す疫学知見は尐数で、この濃度範

囲を下回る水準における研究は極めて限られていることから、24時間基準値を 35 µg/m3とし

ている。 

これらの知見のみならず最近の国内外の知見も含めて、同様の評価を行うと、日死亡及びそ

の他のエンドポイントと PM2.5への短期曝露に関して有意な関連を示した国外の複数都市研

究において、各都市の年平均値はおおむね13～20 µg/m3の範囲であり、対応する98パーセ

ンタイル値は 39 µg/m3を超えていた。日死亡について有意な関係を示す単一都市研究にお

ける 98パーセンタイル値は 32～59 µg/m3の範囲であった。死亡以外のエンドポイントについ

て、有意な関係を示す単一都市研究における98パーセンタイル値は47～69 µg/m3の範囲で

あった。 

日本における日死亡に関する疫学知見においても、各対象地域の調査期間中の 98パーセ

ンタイル値は 31～55 µg/m3であった。また、地域別にみた場合に、統計学的に有意な日死亡

リスクの上昇を示した地域の調査期間中の 98パーセンタイル値はおおむね 44～47 µg/m3で

あった。多くの地域で、これらの濃度を超える領域において死亡リスクの上昇が示されていた。

毒性学知見において、低濃度領域においても呼吸器系及び循環器系への影響に関する曝露

量－影響関係を示す結果から、これらの濃度を超える領域において各種指標の影響がみられ

ていた。 

 

年平均値と 98パーセンタイル値との統計学的な関連性は地域によって異なり、米国におけ

る両者の関係が日本においても保たれているという保証はない。また、両者の関係は経年的に

も変動する等、発生源やエピソード的な高濃度出現の影響を受けていることも考えられることか

ら、年平均値の指針値に対応する98パーセンタイル値の算出に当たっては、日本の大気環境

を反映することが妥当である。具体的には、気象等の要因による年ごとの変動やその他の誤差
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要因も考慮して、これまで日本国内の各地で実測されてきた PM2.5濃度に関する測定値をす

べて用いて算出された回帰式に基づいて、統計学的な信頼区間も考慮することによって、最も

安定した 98パーセンタイル値を見いだすことができると考えられる。 

2001～2008年までの国内の PM2.5濃度測定値に基づき、年平均値 15 µg/m3に対応する

98パーセンタイル値は、年平均値の測定誤差及び回帰式の 95 ％信頼区間も考慮すると 35

～38 µg/m3 であった（参考１）。また、個々の98パーセンタイル値の95 ％信頼区間で推定す

ると、年平均値 15 µg/m3に対応する 98パーセンタイル値は 28～44 µg/m3となっており、相

当程度の変動があることが示されている。このことは、長期基準のみの設定では 98パーセンタ

イル値が高濃度領域に広がる状況があり得ることを示している。 

 

5.4. 長期基準及び短期基準の指針値 

5.4.1.  主要な観点 

次に、長期基準及び短期基準の指針値を導出するに当たっての主要な観点を示した。 

 PM2.5の健康影響については閾値の有無を明らかにすることができない状況であり、その

ため多くの疫学研究の対象地域における濃度範囲の下限付近やそれを下回る濃度領域

における健康リスクの大きさは、一般人口集団及び感受性の高い者・脆弱性を有する者を

含む集団においても明確ではない。 

 我が国の人為起源由来粒子の影響が尐ないと考えられる地域のPM2.5濃度測定結果は、

年平均 6～12 µg/m3であり、この濃度領域においても閾値の有無は明らかではないことか

らいくらかの健康リスクが存在する可能性は否定できないが、その健康リスクの存在を明確

にすることはできない。この点に関して、現時点までの疫学知見において存在することが示

唆される健康リスクを低減する観点から指針値を導くことが適切である。 

 疫学研究における濃度範囲全域をみた場合に、PM2.5への長期曝露による死亡及び死亡

以外のエンドポイントに関するリスク上昇は相対リスク（10 µg/m3上昇当たり）としてほとんど

が 1.5以下であり、多くは 1.1～1.4程度であった。 

 また、PM2.5への短期曝露による死亡及び死亡以外のエンドポイントに関するリスク上昇は

超過リスク（10 µg/m3上昇当たり）として、多くが数パーセントである。 

 この相対リスクは他の曝露要因・リスクファクターと比較して必ずしも大きくはなく、集団を構

成する個人の個別的な因果関係を推測できるものではないが、公衆衛生の観点から低減

すべき健康リスクを示すものである。大気汚染による曝露は、人の嗜好や生活パターンに
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よらずすべての者に健康影響を及ぼしうるものであって、避けることが困難である。 

 公衆衛生の観点からは、大気汚染物質の影響に対してより敏感であり、また、より大きな健

康リスクを生じうると考えられる感受性の高い者や脆弱性を有する者の健康影響にも慎重

に配慮することが必要である。 

 指針値の検討において、その根拠となる疫学研究で示されている微小粒子状物質の健康

影響に関しては、想定されるメカニズムに関連する毒性学研究やその他の多くの疫学知見

によって支持されるものであり、近年それらの知見は更に充実している。定量的評価の対

象となりうる疫学知見は必ずしも多くはないが、それを支持する多くの毒性学知見と疫学知

見が存在する。 

 循環器疾患への影響に関しては、国内知見では関連が必ずしも明確ではない等日米の

疫学研究の結果が異なる可能性も示されている。この相違については、日本と米国のリス

クファクターの分布や疾病構造の違いによって結果に差が生じているものと解釈できる。短

期曝露と死亡に関する疫学知見では国外知見と同じように急性心筋梗塞死亡リスク上昇

がみられること、将来の日本の疾病構造やリスクファクターの分布が米国に近づく可能性も

あることから、現時点で発現している健康リスクの大きさは異なるものの、国内外の疫学知

見や種々の毒性学知見を踏まえ、国内でも同様の影響が生じる可能性がある。 

 大気汚染の人及び人口集団の健康への影響は各種の段階の健康影響として観察されう

るが、大気汚染物質と健康影響は両者とも多様性があり、その関係は複雑である。微小粒

子状物質と共存大気汚染物質の濃度は相関する場合があるために、疫学知見において

両者の影響を明確に分離することが困難な場合が多い。一方で、微小粒子状物質と共存

大気汚染物質の影響を区別できる知見が存在する。これらの点について、微小粒子状物

質濃度を低減することによって微小粒子状物質の健康リスクが低減するだけでなく、微小

粒子状物質の原因物質である共存大気汚染物質の濃度の低減も期待できることから、こ

れらの大気汚染物質の健康リスクを低減させる効果をもたらすことが期待される。 

 コホート研究における曝露評価においては、調査期間のうちのどの期間を曝露期間とする

かによっても、濃度－反応関係に関わる検討結果が変わりうる。しかしながら、現時点では、

どの期間の曝露が最も健康影響と関係するかについて明らかとなっていない。また、長期

曝露に関する国内外の疫学調査に関する多くの対象地域において、微小粒子状物質を

含めた大気汚染物質濃度が低下傾向にある。このことが、長期曝露による健康影響が観

察される濃度の評価を更に不確かにする。 
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 微小粒子状物質の濃度には測定誤差や推計誤差が含まれる。また、疫学研究の対象集

団の曝露量には大気環境中濃度の空間分布や種々の曝露量を規定する要因に関わる変

動が加わる。 

 

なお、長期基準及び短期基準の指針値における微小粒子状物質とは、第1章における検討

を踏まえて PM2.5のことをいう。 

 

5.4.2.  長期基準の指針値 

長期基準の知見の評価に基づき、国内外の長期曝露研究から一定の信頼性を持って健康

リスクの上昇を検出することが可能となる濃度を、健康影響が観察される濃度水準として、次に

示すように整理した。 

国内の死亡に関するコホート研究からは、PM2.5濃度推計誤差も考慮して、20 µg/m3を健

康影響が観察される濃度水準とみなせる。 

国外、特に米国における死亡に関するコホート研究からは、15～20 µg/m3の濃度範囲を超

える領域では健康影響が観察される。 

国内の死亡以外の疫学研究からは 25 µg/m3を健康影響が観察される濃度水準であると考

えられる。 

国外の死亡以外の疫学研究からは 15 µg/m3を健康影響が観察される濃度水準であると考

えられる。 

コホート研究においては、調査観察期間のうちのどの期間を曝露期間とするかによっても、

濃度－反応関係に関わる検討結果が変わりうる。各コホート研究で示されている濃度の経年変

化の傾向等から推測すると、観察期間中の最も濃度が高い期間と最も濃度が低い期間の平均

濃度を比較すると、曝露期間選択の違いによってPM2.5濃度としておおむね 2～3 µg/m3の変

動幅を考慮する必要がある。 

 

我が国における微小粒子状物質の健康影響が観察されるとみなせる濃度水準は 20 µg/m3

であり、現時点では循環器疾患に対する健康リスクの状況は米国とは異なっているものの、人

種差や微小粒子状物質の成分の差によって健康影響が異なることは明らかではない。また、

微小粒子状物質の健康影響は、想定されるメカニズムに関連する多くの毒性学知見や疫学知

見によって支持されるものであり、その知見の質や量から科学的信頼性は年々増している。し
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たがって、国内知見を重視して考えると指針値を検討するための出発点となる濃度は 20 

µg/m3であるが、知見が充実している国外知見から見いだされる健康影響が観察される濃度水

準は 15 µg/m3であり、この濃度水準にも考慮すべきである。 

その上で、主要な観点として前述した内容と健康影響が観察される濃度水準に加えて疫学

知見に特有な不確実性が存在することにも考慮して総合的に評価した結果、長期基準として

年平均値 15 µg/m3が最も妥当であると判断した。 

 

5.4.3.  短期基準の指針値 

短期曝露による健康影響がみられた国内外の複数都市研究から導かれた 98パーセンタイ

ル値は 39 µg/m3を超えると考えられた。 

日死亡、入院・受診、呼吸器症状や肺機能などに関して、有意な関係を示す単一都市研究

における 98パーセンタイル値の下限は 30～35 µg/m3の範囲と考えられた。 

健康影響がみられた疫学研究における 98パーセンタイル値は、年平均値 15 µg/m3に対応

する国内の PM2.5測定値に基づく 98パーセンタイル値の推定範囲に含まれていた。 

以上のことから、長期基準の指針値である年平均値 15 µg/m3と併せて、日平均値 35 

µg/m3を短期基準の指針値とすることが最も妥当であると判断した。 

 

5.4.4.  指針値の提案 

本専門委員会は、現時点で収集可能な国内外の科学的知見から総合的に判断し、地域の

人口集団の健康を適切に保護することを考慮して微小粒子状物質に係る環境基準設定に当

たっての指針値としての環境濃度を次のように提案する。 

長期基準の指針値  年平均値 15 µg/m3 以下 

短期基準の指針値  日平均値 35 µg/m3 以下 

 

長期基準及び短期基準の指針値としての環境濃度は、様々な重篤度の健康影響に関して、

現時点では我が国における人口集団の健康の保護のために維持されることが望ましい水準で

ある。 
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6. 環境基準達成状況の評価 

 

6.1. 環境基準達成状況の評価 

大気環境測定濃度と環境基準を比較して、測定濃度が環境基準を達成したか評価するた

めの手法には、①大気汚染物質の短期的変動に着目して評価をする短期的評価の手法、②

大気汚染物質の長期間にわたる濃度分布に対する評価を実施する長期的評価の手法があ

る。 

短期的評価をするための手法として、測定を行った日の 1時間値の 1日平均値若しくは 1

時間値（一酸化炭素（CO）は 8時間平均値）について、環境基準値（1時間値又は 1日平均

値）と比較して評価する場合がある。長期的評価をするための手法として、測定を行った日の 1

時間値の 1日平均値のうち年間 2％除外値や 98パーセンタイル値の日平均値の代表値と比

較して評価する場合と 1年平均値で評価する場合がある。 

今般、微小粒子状物質、すなわち PM2.5の環境基準の設定に当たって、PM2.5の長期基準

や短期基準の考え方を踏まえ、PM2.5の大気環境濃度が環境基準を達成したかを評価するた

めの手法の検討を行った。 

また、黄砂時等の特異的現象によって、PM2.5濃度の一時的な上昇をもたらすことが考えら

れることから、黄砂時等の特異的現象による評価への考慮について検討を行った。 

 

6.2. 微小粒子状物質に係る環境基準達成状況の評価 

PM2.5の環境基準について、微小粒子状物質の曝露から人の健康の保護を図る観点から、

曝露濃度分布全体を平均的に低減する意味での長期基準と曝露濃度分布のうち高濃度領域

の濃度出現を減少させる意味での短期基準の両者を定めることとされており、長期基準及び短

期基準に関する平均化時間に対応した環境基準達成状況の評価が必要である。 

長期基準に関する平均化時間に対応した環境基準の評価方法としては、測定結果の年平

均値と長期基準を比較することが妥当である。 

短期基準に関する平均化時間に対応した環境基準の評価方法としては、短期基準が健康リ

スクの上昇や統計学的な安定性を考慮して 98パーセンタイル値を超える高濃度領域の濃度

出現を減少させるために設定されることを踏まえれば、長期的評価として測定結果の 98パー

センタイル値を日平均値の代表値として選択し、短期基準と比較することが妥当である。 

なお、長期的評価に関する評価方法は、長期基準と短期基準による評価が存在することと
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なるが、測定結果（年平均値及び 98パーセンタイル値）について、それぞれ長期基準及び短

期基準と比較することを基本に、それぞれの基準に関する環境大気測定局の達成若しくは非

達成を評価することが適切である。 

 

6.3. 黄砂時等の特異的現象に関する評価への考慮 

黄砂については、その粒子の中にPM2.5も含み、黄砂期間中はPM2.5濃度に上昇がみられ

る日も存在している(参考 2)。黄砂発生頻度や黄砂の程度が年によって変動するため、年平均

値と 98パーセンタイル値との統計学的安定性が低下する。SPMの環境基準の評価において

も黄砂発生頻度や黄砂の規模によって基準の達成に影響がみられ、PM2.5の環境基準を設定

する際にも同様の影響が懸念される。 

しかしながら、黄砂期間の健康影響を曝露期間全般の健康影響から特定することは現時点

では困難であり、評価の対象とする期間から黄砂期間を除いて評価することは適切ではなく、

黄砂期間についても評価の対象とする期間に含めることが適当である。 

ここでは、黄砂等の特異的現象による高濃度検出時の取扱いに関して、環境基準の達成に

関する評価方法への考慮について検討を行った。 

6.2.において示すとおり、長期的評価の評価方法として、①測定結果による年平均値と長期

基準を比較して評価し、②測定結果による 98パーセンタイル値と短期基準を比較して評価す

ることとして、黄砂時等の特異的現象の取扱を検討する。 

長期基準に関する評価において、黄砂期間、非黄砂期間の健康影響が区別できないことか

ら、黄砂期間に関わらず評価することが適切である。なお、長期的評価は施策の効果を見る観

点も含むことから、長期基準による評価が非達成のときに、非黄砂期間中の測定結果の平均

値を算定し、その数値が長期基準を達成している場合にあっては、黄砂の影響で非達成と注

釈をつけて評価することが考えられる。 

短期基準に関する評価において、黄砂期間、非黄砂期間の健康影響が区別できないことか

ら、黄砂期間に関わらず評価することが適切である。なお、長期的評価は施策の効果を見る観

点も含むことから、短期基準による評価が非達成のときに、非黄砂期間中の測定結果の中から

98パーセンタイル値を選定し、その数値が短期基準を達成している場合にあっては、黄砂の

影響で非達成と注釈をつけて評価することが考えられる。 

なお、黄砂期間か否かの判別は、地方公共団体が、当該都道府県内又はその近傍にある
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気象庁の観測所において黄砂が観測された日について、大気測定局ごとに黄砂の影響がある

と判断した期間とすることが適切である。 

また、黄砂以外にも火山の噴火や山火事等、PM2.5濃度の上昇の原因となる特異的現象が

特定される場合で、地方公共団体が環境基準達成の評価に影響を与えると判断できる場合に

おいては、黄砂期間の評価方法を準用して評価を実施することも考えられる。 
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7. まとめと今後の課題 

 

7.1. まとめ 

微小粒子状物質に関して、米国では PM2.5の大気環境基準が 1997年に設定された後、

2006年9月に基準の改定が行われた。WHO（世界保健機関）では微小粒子状物質の環境目

標値に関するガイドライン 2005年版（WHO, 2006）が 2006年 10月に公表された。また、EU

においても、2008年 6月に PM2.5の限界値に関する EU指令が公布された。 

我が国においても、これらの動向を踏まえ、一般大気環境における微小粒子状物質の曝露

と健康影響との関連性を明らかにすることを目的として、1999年度より「微小粒子状物質曝露

影響調査研究」が開始され、2007年 7月にその成果が取りまとめられ公表された（環境省, 

2007）。さらに、国内外の知見を基に微小粒子状物質に係る健康影響を評価する「微小粒子

状物質健康影響評価検討会」が 2007年 5月から開催され、2008年 4月に検討結果が、「微

小粒子状物質健康影響評価検討会報告書」（環境省, 2008）として取りまとめられた。この報

告書では、微小粒子状物質は総体として一定の影響を与えていることが示されたが、環境目標

値設定のための定量的リスク評価に係る手法については十分に検討をすべきとされた。 

これを受け、2008年 6月、中央環境審議会大気環境部会に微小粒子状物質リスク評価手

法専門委員会が設置され、2008年 11月に検討結果が取りまとめられ、公表された。この報告

書では、疫学データや解析手法の充実により現在の大気環境濃度でも検出可能となった健康

リスクに関する定量的なリスク評価手法が示された（微小粒子状物質定量的リスク評価手法専

門委員会報告）。 

これらの報告書や国内外の疫学その他の分野の科学的知見等を踏まえ、微小粒子状物質

に係る環境基準の設定について、2008年 12月 9日、環境大臣から中央環境審議会に微小

粒子状物質に係る環境基準の設定について諮問がなされた。この諮問を受け、2008年 12月

19日、中央環境審議会大気環境部会に本専門委員会が設置された。 

本専門委員会は、微小粒子状物質の判定条件及び指針値の検討を行うため、2009年 2月

4日に第 1回委員会を開催して以降、10回にわたって委員会を開催して精力的に調査・審議

を進めてきた。 

本専門委員会は、微小粒子状物質定量的リスク評価手法専門委員会報告、微小粒子状物

質等に係る国内外の疫学その他の分野の科学的知見等を踏まえ、微小粒子状物質に関する
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特性や人の生体内での挙動、環境大気中濃度、健康影響に関する定性的評価、健康影響に

関する定量的評価、定量的評価の検討を踏まえた環境基準の設定に当たっての指針値に関

する検討、環境基準の達成状況の評価に関する調査・審議を行った。 

 

特性及び人の生体内での挙動について、微小粒子状物質の特性（物理的特性、生成機構、

化学組成、発生源）及び人の生体内での挙動の事項を整理した。これらの情報を踏まえ、粒子

状物質に関する微小粒子と粗大粒子を区分する粒径を検討した。 

環境大気中濃度について、我が国における微小粒子状物質の大気中濃度の現状について、

質量濃度や成分濃度の測定結果をまとめるとともに、日本と米国の大気中濃度に関する成分

濃度の相違についても整理を行った。 

微小粒子状物質の健康影響に関する定性的評価について、呼吸器系、循環器系（心血管

系）、免疫系、発がん影響等の毒性学知見に基づく影響メカニズム、短期曝露影響及び長期

曝露影響における死亡、入院・受診及び症状・機能変化に関する疫学知見の評価、疫学知見

に基づく因果関係の評価、循環器疾患への影響に関する国内外の相違に関する考察、毒性

学知見及び疫学知見によるエンドポイントごとの有害性評価の作業を行った。 

微小粒子状物質の健康影響に関する定量的評価について、定量的評価の考え方及び定

量的評価に関する疫学知見の抽出の考え方を示し、この考え方に基づき定量的評価に資する

長期曝露影響及び短期曝露影響に関する疫学知見の抽出や対象地域の平均値や濃度範囲、

濃度－反応関係等に関する情報を整理するとともに、定量的評価において考慮すべき観点を

示した。併せて、曝露量－影響関係を示す毒性学知見を示した。 

環境基準の設定に当たっての指針値の検討について、これらの定量的評価の作業を踏まえ、

長期基準及び短期基準の必要性、長期基準の考え方と知見の評価、短期基準の考え方と知

見の評価の作業を踏まえつつ、指針値を導出するに当たっての主要な観点も含めて評価を行

い、長期基準及び短期基準の指針値の検討を行った。 

環境基準達成状況の評価について、長期基準及び短期基準に関する評価手法の検討を行

うとともに、黄砂時等の特異的現象に関する評価への考慮について検討を行った。 
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本専門委員会は、現時点で収集可能な国内外の科学的知見から総合的に判断し、地域の

人口集団の健康を適切に保護することを考慮して微小粒子状物質に係る環境基準設定に当

たっての指針値として次の環境濃度を提案する。 

 

長期基準の指針値  年平均値 15 µg/m3 以下 

短期基準の指針値  日平均値 35 µg/m3 以下 

 

ここでいう、微小粒子状物質とは、PM2.5
iをいう。 

微小粒子状物質に係る環境基準の達成状況の評価は、次の考え方を基本に行うことを提案

する。 

① 長期基準に関する評価は、測定結果の年平均値を長期基準（年平均値）と比較する。 

② 短期基準に関する評価は、測定結果の 1日平均値のうち年間 98パーセンタイル値を代

表値として選択して、これを短期基準（日平均値）と比較する。 

 

微小粒子状物質の健康影響に関しては、その閾値の有無を明らかにすることは困難である

ことから、今般提示した指針値等についても、研究の進歩による新しい知見をこれに反映させ

るべく、一定期間ごとに改めて評価、点検されるべきである。 

 

なお、粒径が 2.5 µmから 10 µm までの粗大粒子は、体内に吸入された後に気道で捕捉さ

れ沈着することが知られており、呼吸器系への影響を示唆する知見も尐数ながら存在するが、

現時点において定量的評価を行うための疫学知見が十分に得られていないものと考えられる。 

これらの粗大粒子の曝露から人の健康を保護するため、当面、既存の浮遊粒子状物質に係

る環境基準を維持しつつ、粗大粒子の曝露による健康影響に関する科学的知見の蓄積に努

めることが適当である。 

 

7.2. 調査研究に関する今後の課題 

今回の指針値の提案に当たって、非常に数多くの信頼性の高い科学的知見を基に評価を

行ってきたが、その一方で様々な不確実性が存在することも前提に評価を進めてきた。これら

の不確実性を減ずるために今後取り組むべき調査研究に関する今後の課題を指摘しておく。 

                                                   
i PM2.5の測定法は、微小粒子状物質測定法専門委員会報告を参照 
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微小粒子状物質の健康影響に関する数多くの知見が収集されているが、我が国の微小粒

子状物質の健康影響に関する知見は、米国を中心とした国外の知見と比較して尐ない状況に

ある。 

今般の評価において示された様々な不確実性の減尐に努めるため、死亡や死亡以外の

様々なエンドポイントを対象に、感受性の高い者・脆弱性を有する者も含めた地域集団を対象

とした国内知見の充実を図り、我が国における微小粒子状物質の環境大気中濃度の測定及

び曝露による健康影響の現状を把握する必要がある。具体的には、次に示される知見の蓄積

が望まれる。 

 

 微小粒子状物質の大気環境濃度が減尐傾向にある近年の大気環境の状況も踏まえ、

国外の疫学研究の対象地域の濃度範囲と同程度の地域も対象に加えた曝露濃度範囲

の疫学研究 

 国内知見では関連が必ずしも明確ではない循環器疾患への影響に関して、循環器疾

患患者や循環器疾患に対するリスクの高い者も対象とした疫学研究 

 微小粒子状物質の成分濃度の異なる様々な地域を対象とした成分組成の相違に着目

した疫学研究 

 

また、我が国の疫学研究の充実と併せて、微小粒子状物質への曝露人口分布の情報を蓄

積し、影響度評価としてのリスク削減予測に取り組む必要がある。 

さらに、毒性学研究においても、我が国の一般環境大気を用いた影響メカニズムに関する知

見を充実するため、様々な健康影響指標を対象として高感受性群も含めた CAPs曝露や成分

組成の相違に着目した実験的研究に取り組む必要がある。 

上記のほかに粗大粒子や超微小粒子の健康影響に関する研究にも取り組む必要がある。 

 

これらの調査研究の課題の存在に関わらず、環境基準の設定に当たっての指針値を検討

するだけの信頼性の高い科学的知見が現在も十分に蓄積されていると本専門委員会は考える

が、ここに示される課題に関する調査研究が充実され、今後、微小粒子状物質についての判

定条件に反映されることを期待する。 
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参考１ 微小粒子状物質濃度変動に関する統計学的特性について 

 

大気汚染物質の環境濃度は、発生源条件、気象条件、地形条件等の影響を受け、一定の

地域内でも時間的に変化する。こうした環境濃度の時間的変化を把握するためには、異なる平

均化時間における測定値の統計学的な相互関連性の解析や異なる地域の測定結果によるト

レンド分析を行う必要がある。 

このため、2001年度から実施している微小粒子状物質曝露影響調査等において、一般局

及び自排局で測定を行っている PM2.5（50 ℃加熱方式 TEOM）の年平均値や日平均値の測

定結果を用いて、異なる平均化時間における統計学的特性を把握するための整理・解析を行

った。 

具体的には、測定局における年平均値と日平均値（日平均値の年間最大値、99パーセンタ

イル値、98パーセンタイル値等）の統計学的関連性をみるため、全測定局、地域別、測定局種

別に経年的な解析を行った。 

また、トレンド分析に当たっては、微小粒子状物質曝露影響調査等の測定結果を用いて、東

京都板橋区、大阪府守口市、福岡県福岡市の 2001年 4月 1日から 2008年 3月 31日まで

の 7年間にわたり、毎時測定した PM2.5濃度測定結果、その期待値、分散の日内変動、週内

変動、年内変動について、一般化加法モデル（GAM）を用いて抽出した。 
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１．年平均値と日平均値の統計学的関連性 

測定局における年平均値と日平均値の統計学的関連性をみるため、日平均値の高濃度出

現頻度（年間最大値、99パーセンタイル値、98パーセンタイル値、95パーセンタイル値、90

パーセンタイル値）と中央値を選択して解析を行った（表参考 1.1、図参考 1.1）。 

全国の測定局（一般局及び自排局）の測定結果によると、年平均値と日平均値の年間最大

値との関連については、ばらつきが大きく、2001年度から 2004年度にかけての決定係数iは

0.5未満であった。年平均値と日平均値の各パーセンタイル値との関係は、パーセンタイルが

小さくなるにしたがって決定係数が大きくなり、98パーセンタイル値との比較ではすべての年

度で決定係数が 0.8以上になり、年間 90パーセンタイル値との比較ではすべての年度で決定

係数が 0.9以上となった。一般局、自排局別に見た結果も、パーセンタイルが小さくなるにした

がって決定係数が大きくなる傾向は同様であり、局種の違いによる特徴は明確ではなかった。 

年平均値と日平均値の高濃度出現頻度との関連を示す回帰式の傾きについては、日平均

値の年間最大値の場合、年度によって大きく変動し、パーセンタイルが小さくなるにしたがって

年度によるばらつきは小さくなる。98パーセンタイル値の回帰式の傾きは、年度によってばらつ

きがあり、1.2～2.3の範囲内で推移していた。年間 90パーセンタイル値の回帰式の傾きは、

1.3～1.6の範囲内で推移していた。一般局、自排局別に見た結果も、パーセンタイルが小さく

なるにしたがって年度によるばらつきが小さくなる傾向は同様であり、局種の違いによる特徴は

明確ではなかった。 

 

 

                              

i 決定係数（R2）：相関係数Rの二乗であり、1に近いほど回帰式の精度が高いこと（測定結果の変動の大

部分が回帰式によって説明できること）を意味している。統計学的な基準はないが、一般的には0.8以上

で精度が非常によい、0.5以上で精度がややよい、0.5未満で精度がよくないとされている。 
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表参考1.1 年平均値と日平均値の関係 
PM2.5(50℃加熱方式TEOM) 全国 一般局＋自排局

年間最大値 99パーセンタイル値 98パーセンタイル値 95パーセンタイル値 90パーセンタイル値 50パーセンタイル値

年度 回帰式 決定係数 回帰式 決定係数 回帰式 決定係数 回帰式 決定係数 回帰式 決定係数 回帰式 決定係数

N y= a x +b R
2

y= a x +b R
2

y= a x +b R
2

y= a x +b R
2

y= a x +b R
2

y= a x +b R
2

2001 28 y= 1.905 x +24.417 0.230 y= 1.723 x +13.641 0.832 y= 1.717 x +9.824 0.911 y= 1.469 x +8.989 0.963 y= 1.381 x +5.415 0.974 y= 1.003 x -1.839 0.996

2002 33 y= 1.966 x +28.818 0.312 y= 1.649 x +18.581 0.786 y= 1.605 x +14.786 0.867 y= 1.451 x +10.480 0.929 y= 1.407 x +5.747 0.977 y= 1.058 x -3.464 0.993

2003 33 y= 1.162 x +32.472 0.486 y= 1.240 x +21.835 0.801 y= 1.260 x +18.301 0.908 y= 1.302 x +11.678 0.965 y= 1.322 x +6.455 0.970 y= 1.050 x -2.490 0.986

2004 33 y= 0.972 x +39.565 0.268 y= 1.595 x +13.432 0.916 y= 1.489 x +12.755 0.897 y= 1.395 x +9.370 0.974 y= 1.414 x +4.365 0.983 y= 1.048 x -2.448 0.996

2005 33 y= 1.191 x +32.446 0.518 y= 1.307 x +20.672 0.806 y= 1.429 x +15.137 0.896 y= 1.406 x +9.668 0.937 y= 1.379 x +5.828 0.967 y= 1.038 x -2.442 0.993

2006 33 y= 2.594 x +7.760 0.671 y= 1.814 x +11.051 0.829 y= 1.843 x +7.282 0.899 y= 1.700 x +4.776 0.931 y= 1.568 x +2.202 0.960 y= 0.975 x -1.267 0.990

2007 33 y= 2.844 x +10.571 0.275 y= 2.529 x +3.183 0.784 y= 2.301 x +2.298 0.801 y= 1.818 x +3.247 0.833 y= 1.551 x +1.894 0.914 y= 0.939 x -0.957 0.973

2008 19 y= 0.729 x +36.968 0.159 y= 1.133 x +22.085 0.647 y= 1.195 x +17.993 0.835 y= 1.339 x +10.050 0.901 y= 1.391 x +4.639 0.952 y= 1.026 x -2.070 0.986

全年度 245 y= 1.832 x +23.663 0.327 y= 1.638 x +15.289 0.767 y= 1.613 x +12.154 0.851 y= 1.480 x +8.590 0.929 y= 1.425 x +4.544 0.967 y= 1.021 x -2.184 0.989

PM2.5(50℃加熱方式TEOM) 全国 一般局

年間最大値 99パーセンタイル値 98パーセンタイル値 95パーセンタイル値 90パーセンタイル値 50パーセンタイル値

年度 回帰式 決定係数 回帰式 決定係数 回帰式 決定係数 回帰式 決定係数 回帰式 決定係数 回帰式 決定係数

N y= a x +b R2 y= a x +b R2 y= a x +b R2 y= a x +b R2 y= a x +b R2 y= a x +b R2

2001 17 y= 1.456 x +32.221 0.197 y= 2.291 x +2.713 0.839 y= 2.020 x +3.950 0.896 y= 1.672 x +5.178 0.954 y= 1.552 x +2.034 0.960 y= 0.994 x -1.655 0.987

2002 17 y= 2.794 x +12.720 0.642 y= 2.383 x +5.052 0.796 y= 2.039 x +6.685 0.829 y= 1.985 x +0.850 0.904 y= 1.739 x -0.231 0.975 y= 0.944 x -1.406 0.978

2003 17 y= 2.007 x +17.522 0.380 y= 1.673 x +14.090 0.637 y= 1.699 x +10.476 0.880 y= 1.556 x +7.114 0.944 y= 1.508 x +3.148 0.918 y= 1.072 x -2.950 0.956

2004 17 y= 1.082 x +38.179 0.096 y= 1.382 x +17.576 0.764 y= 1.503 x +13.082 0.840 y= 1.525 x +7.366 0.962 y= 1.565 x +1.862 0.983 y= 1.019 x -2.062 0.994

2005 17 y= 0.865 x +39.286 0.177 y= 1.224 x +22.800 0.600 y= 1.587 x +12.842 0.880 y= 1.598 x +6.318 0.925 y= 1.561 x +2.548 0.955 y= 1.049 x -2.688 0.984

2006 17 y= 3.529 x -6.529 0.734 y= 2.454 x +1.074 0.851 y= 2.404 x -1.761 0.924 y= 2.163 x -2.618 0.960 y= 1.912 x -3.492 0.987 y= 0.907 x -0.214 0.986

2007 17 y= 3.008 x +7.629 0.739 y= 3.265 x -7.254 0.900 y= 3.086 x -9.723 0.880 y= 2.503 x -7.103 0.931 y= 1.896 x -3.458 0.940 y= 0.836 x +0.569 0.969

2008 14 y= 0.698 x +37.439 0.096 y= 1.440 x +17.375 0.682 y= 1.297 x +16.348 0.784 y= 1.360 x +9.881 0.893 y= 1.435 x +4.153 0.953 y= 1.032 x -2.164 0.979

全年度 133 y= 2.103 x +19.362 0.378 y= 2.051 x +8.572 0.695 y= 1.978 x +6.081 0.804 y= 1.809 x +3.119 0.896 y= 1.655 x +0.648 0.952 y= 0.977 x -1.476 0.970

PM2.5(50℃加熱方式TEOM) 全国 自排局

年間最大値 99パーセンタイル値 98パーセンタイル値 95パーセンタイル値 90パーセンタイル値 50パーセンタイル値

年度 回帰式 決定係数 回帰式 決定係数 回帰式 決定係数 回帰式 決定係数 回帰式 決定係数 回帰式 決定係数

N y= a x +b R2 y= a x +b R2 y= a x +b R2 y= a x +b R2 y= a x +b R2 y= a x +b R2

2001 11 y= 1.674 x +33.060 0.065 y= 1.455 x +21.097 0.642 y= 1.554 x +14.469 0.789 y= 1.426 x +9.930 0.922 y= 1.253 x +9.227 0.952 y= 1.012 x -2.113 0.994

2002 16 y= 1.407 x +45.275 0.080 y= 1.406 x +25.245 0.598 y= 1.427 x +19.809 0.739 y= 1.342 x +13.234 0.914 y= 1.345 x +7.255 0.971 y= 1.085 x -4.165 0.991

2003 16 y= 1.063 x +34.238 0.633 y= 1.161 x +23.561 0.849 y= 1.190 x +19.781 0.901 y= 1.245 x +13.012 0.958 y= 1.294 x +7.014 0.978 y= 1.025 x -1.779 0.984

2004 16 y= 1.065 x +36.807 0.468 y= 1.764 x +9.021 0.938 y= 1.621 x +9.039 0.891 y= 1.419 x +8.486 0.971 y= 1.399 x +4.546 0.977 y= 1.028 x -1.824 0.995

2005 16 y= 1.518 x +24.129 0.780 y= 1.467 x +16.436 0.897 y= 1.474 x +13.525 0.900 y= 1.348 x +10.809 0.933 y= 1.304 x +7.476 0.973 y= 1.024 x -2.085 0.994

2006 16 y= 2.489 x +7.570 0.695 y= 1.705 x +11.936 0.920 y= 1.692 x +9.552 0.944 y= 1.587 x +6.324 0.963 y= 1.448 x +4.339 0.968 y= 0.984 x -1.264 0.993

2007 16 y= 2.660 x +14.367 0.137 y= 2.431 x +2.962 0.787 y= 1.964 x +7.571 0.824 y= 1.561 x +6.980 0.894 y= 1.384 x +4.671 0.937 y= 0.970 x -1.353 0.982

2008 5 y= 0.760 x +36.477 0.309 y= 0.685 x +29.850 0.697 y= 0.931 x +22.962 0.975 y= 1.555 x +5.473 0.913 y= 1.616 x -0.249 0.990 y= 1.021 x -1.992 0.990

全年度 112 y= 1.848 x +22.569 0.244 y= 1.626 x +14.740 0.776 y= 1.576 x +12.419 0.847 y= 1.445 x +8.879 0.947 y= 1.385 x +5.230 0.973 y= 1.019 x -2.021 0.991  
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PM2.5（50 ℃加熱方式TEOM）               単位：µg/m3 

全年度
[N=245]

y=1.832x+23.663 y=1.638x+15.289 y=1.613x+12.154
R2= 0.327 R2= 0.767 R2= 0.851

y=2.899x y=2.328x y=2.161x
R2= 0.208 R2= 0.622 R2= 0.745
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※Ｎ=地点数 ※　　　太線　：切片を有する回帰式　y=ax+b 細線：回帰式の95%信頼区間　

　　　　太破線：切片を有しない回帰式　y=ax 破線：観測値の95%信頼区間
※決定係数が負の値となった場合には、Ｒ2=0とした。

 
 

図参考1.1 年平均値と日平均値との関係 (2001～2008年度、全国、一般局＋自排局)
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２．年平均値と日平均値の経年変化の比較 

測定局における年平均値と日平均値の関係をみるため、全国の測定局の年平均値、日平

均値の高濃度出現頻度（年間最大値、99パーセンタイル値、98パーセンタイル値、95パーセ

ンタイル値、90パーセンタイル値）と中央値の経年変化に関する形状を比較した。 

全国の測定局の結果（図参考 1.2 一般局及び自排局）によると、2001年度から 2008年度

にかけて年平均値が 7 µg/m3減尐したのに対して、高濃度出現頻度を代表した 98パーセンタ

イル値は 13 µg/m3減尐しており、高濃度出現頻度の減尐がみられた。 

全国的な測定結果から、日平均値の最大値は、年平均値や他の高濃度出現頻度における

日平均値の経年変化と比較して、年度ごとの変動が激しく、経年変化のグラフの形状が異なっ

ていた。99パーセンタイル値より小さい高濃度出現頻度の経年変化のグラフの形状は年平均

値のグラフの形状と近似していた。 

 

全国(N=33、2001年度はN=28、2008年度はN=19)　　※N=地点数
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図参考1.2 年平均値と日平均値の経年変化の比較 

 

３．微小粒子状物質濃度変動の地域別トレンド分析結果 

北海道札幌市、東京都板橋区、大阪府守口市、福岡県福岡市の 4地域における PM2.5濃

度の 2001年 4月 1日 0時から 2007年 3月 31日 23時までの 7年間の 1時間値測定結果

から得られた時系列データからトレンド（系統的変動）を分析した。いずれの地域においても

PM2.5濃度時系列データの立方根変換が正規分布に近いことが確認された。そこで、PM2.5濃

度立方根変換データに対して一般化加法モデル（GAM）を当てはめ、その結果、日内変動成

分（24時間周期トレンド）、週内変動成分（7日間周期トレンド）、年内変動成分（365.25日周期

トレンド）、長期トレンドが統計的に有意な系統的変動となっていることが確認された。すなわち、
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PM2.5濃度は平均的には、日中、土曜・日曜、12月から 1月にかけては低い水準となっている

ことを示せた。さらに、4地域のPM2.5濃度立方根データから、ここで抽出した上記 4つのトレン

ドを引き去った残差を不規則変動成分とした。この不規則変動成分の分散についても、同様の

方法でトレンドを抽出し、おおむね日中、土曜・日曜は分散が大きくなっている傾向を確認した。

算出したトレンド成分を基に各地域のPM2.5濃度立方根変換データの平均値及び標準偏差の

予測値を求め、これを基に平均 0、分散 1に標準化したデータの時系列プロットを 4地域につ

いて算出した（図参考 1.3）。図参考 1.3から平均値 ± 3標準偏差の外に分布する測定値は、

いずれの地域においても低濃度側に偏っている測定値[縦軸の値が-3未満]が多いという特徴

がみられた。 

 

図参考1.3a 札幌の残差を標準化したデータの時系列プロット 
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図参考1.3b 板橋の残差を標準化したデータの時系列プロット 

 

図参考1.3c 守口の残差を標準化したデータの時系列プロット 
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図参考1.3d 福岡の残差を標準化したデータの時系列プロット 

 

以上のトレンド分析から求められた PM2.5濃度立方根変換時系列データの予測値とその上

限値に関する区間推定（予測値 + 2標準偏差）を 3乗することで、PM2.5濃度時系列データの

予測値（赤）、予測値 + 2標準偏差（緑）を求め、更に参照用に全データの 98パーセンタイル

値[青]を示した（図参考1.4 a，b，c,d）。これによると、いずれの地域においても、98パーセンタ

イル値はこの予測上限値とほぼ一致していることがわかる。同様の一致性は、日平均値の解析

においても再現され、98パーセンタイル値は、トレンドに基づく予測値 + 2標準偏差の代替と

して有効である。言い換えれば、PM2.5濃度の週間や季節的な傾向変動の存在を加味しても、

98パーセンタイル値を超える値は、おおむね当該地域の予想される日常的な変動とは異なる

値に相当する。 
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（赤：予測値、緑：予測値 + 2標準偏差、青：98パーセンタイル値） 

図参考1.4a 札幌のPM2.5の変動期待値と上限値 

 

（赤：予測値、緑：予測値 + 2標準偏差、青：98パーセンタイル値） 

図参考1.4b 板橋のPM2.5の変動期待値と上限値 
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（赤：予測値、緑：予測値 + 2標準偏差、青：98パーセンタイル値） 

図参考1.4c 守口のPM2.5の変動期待値と上限値 

 

 

（赤：予測値、緑：予測値 + 2標準偏差、青：98パーセンタイル値） 

図参考1.4d 福岡のPM2.5の変動期待値と上限値 
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４．年平均値に対応する 98 パーセンタイル値の推計について 

 

PM2.5質量濃度の年平均値に対応する 98パーセンタイル値について、PM2.5濃度の測定

データを用いて検証した。98パーセンタイル値の算出に当たっては、これまでのPM2.5質量濃

度測定結果（50 ℃加熱方式 TEOM）によって算出された回帰式に基づいて行うこととした。 

また、年平均値と 98パーセンタイル値との関連性に係る回帰式の導出に当たっては、2001

年度から 2008年度における全国の PM2.5質量濃度測定結果（50 ℃加熱方式 TEOM）を用

いて、切片を有する回帰式（y = ax + b）だけでなく、切片を有しない回帰式（y = ax）について

解析を実施した。回帰式の導出に当たっては、回帰式や測定結果の有する誤差要因にも考慮

し、回帰式の傾きや切片について 95 ％信頼区間の幅についても算出した（表参考 1.2、図参

考 1.5）。 

回帰式の精度を表す決定係数は切片を有する回帰式の方が高いこと、低濃度領域におい

ては濃度の高い方に、また、高濃度領域においては濃度の低い方に測定結果が検出される傾

向にあることから、経験的に切片を有する回帰式の方が適切と考えられる。 

これらのことから、表参考 1.2に示す切片を有する回帰式を用いて、年平均値を 15 µg/㎥と

仮定し、かつ年平均値の測定誤差iiを考慮して年平均値を 14.65～15.35 µg/㎥とした場合の

98パーセンタイル値を試算すると 35.8～36.9 µg/㎥となり、回帰式の 95 ％信頼区間を考慮し

て試算すると 35.1～37.6 µg/㎥となった。また、個々の観測値についても 95 ％信頼区間iiiを

考慮して試算すると 28.4～44.3 µg/㎥となった。 

                              
ii 年平均値の測定誤差：各測定局における2001～2007年度の年平均値を用いて標準誤差を算出し、測定誤

差0.35 µg/m3とした。 
iii 観測値の95 ％信頼区間：実際の測定（観測）においては、年平均値に対する98パーセンタイル値には

ばらつきが存在する。得られた回帰式に対して観測された日平均値のばらつきを考慮し、日平均値の収ま

る区間を推定したものである。表参考1.2に示すように年平均値を14.65～15.35 µg/m3とした場合、98パ

ーセンタイル値が28～44 µg/m3に入る確率は95 ％であることを示している。 
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表参考 1.2 年平均値と 98 パーセンタイル値の統計的関連性 

（2001～2008 年度、全国、一般局＋自排局） 

N 回帰式 決定係数 t(fe,α) 標準誤差 傾き(a)95%信頼区間 標準誤差 切片(b)95%信頼区間

y= a x +b R2 D[a] 最小 最大 D[b] 最小 最大

切片を有する回帰式(y=ax+b) 245 y= 1.613 x +12.154 0.851 1.970 0.043 1.528 1.698 0.929 10.324 13.984

切片を有しない回帰式(y=ax) 245 y= 2.161 x 0.745 1.970 0.014 2.133 2.189 － － －
※t(fe,α)：自由度fe のt分布で、両側確率αとなるtの値。自由度はfe=N-2(y=ax+b)、fe=N-1(y=ax)、α=0.05とした。
※傾き(a)と切片(b)の信頼区間については次のとおり。
  傾き(a)：最小=a-t(fe,α)*D[a]、最大=a+t(fe,α)*D[a]、切片(b)：最小=b-t(fe,α)*D[b]、最大=b+t(fe,α)*D[b]  
 

年平均値に対する日平均値の推定
        年平均値に対する日平均推定値   (µg/m3)

年平均値 回帰式95%信頼区間 観測値95%信頼区間 観測値95%信頼区間

(µg/m
3
) 推定値 最小 最大 最小 最大 範囲

14.65 35.78 35.08 36.48 28.41 43.15

切片を有する回帰式 15 36.34 35.67 37.02 28.97 43.72 　　28.41～44.28

(y=ax+b) 15.35 36.91 36.25 37.56 29.54 44.28

14.65 31.65 31.24 32.07 22.08 41.23

切片を有しない回帰式 15 32.41 31.98 32.84 22.84 41.98 　　22.08～42.74

(y=ax) 15.35 33.17 32.73 33.60 23.60 42.74
※年平均値(N=245)の標準誤差σ＝0.35  

 

y=1.613x+12.154

R2= 0.851

y=2.161x

R2= 0.745

　　　　　  太線　：切片を有する回帰式　y=ax+b 細線：回帰式の95%信頼区間　

　　　　　　太破線：切片を有しない回帰式　y=ax 破線：観測値の95%信頼区間
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図参考 1.5 年平均値と 98 パーセンタイル値の統計的関連性 

(2001～2008 年度、全国、一般局＋自排局) 
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参考2 黄砂による影響について 

 

測定局における黄砂による影響をみるため、測定局ごとに PM2.5質量濃度の時間的変動、

質量濃度と成分濃度の関係、98パーセンタイル値超過日に占める黄砂観測日の割合を確認

した。 

2001年度から 2007年度の黄砂観測結果（気象庁）によると（表参考 2.1）、黄砂の規模を反

映していると考えられる黄砂観測延べ日数は 2002年度が最も多く、ついで 2001年度、2006

年度が多くなっていた。 

 

表参考2.1 黄砂観測延べ日数 
年度 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 合計 

2001 167 98         13 287 565 

2002 458 2 10     87    44 601 

2003 70          13 149 232 

2004 163 37         43 17 260 

2005 191 22 1     75  1  89 379 

2006 350 35         10 84 479 

2007 162 178         103 3 446 

※気象庁の気象統計情報による（76地点での統計）。76地点における黄砂観測日の延べ日数である。 

 

黄砂の影響を確認するため、2001年度から 2007年度の測定結果のうち、黄砂観測延べ日

数が多く、黄砂による影響がより大きいと考えられ、かつ黄砂を観測した日と観測していない日

の PM2.5質量濃度の差が比較的明確な 2006年度春季について、SASSによる 2日間ごとの

PM2.5質量濃度及び成分濃度の変動（図参考 2.1）について検討した。 

各成分濃度の変動によると、土壌粒子や水分等で構成される「その他の成分」の濃度が、黄

砂観測日に増加する傾向がみられた。「その他の成分」は PM2.5質量濃度に占める割合が大

きく、黄砂由来のアルミニウム（Al）、鉄（Fe）等の金属成分やカルシウム（Ca）等も含まれている

と推察された。また、イオン成分のうち、カリウムイオン（K＋）、カルシウムイオン（Ca2＋）、マグネ

シウムイオン（Mg2＋）等の一般的に土壌を構成する成分も同様に、黄砂観測日に濃度が高い

傾向がみられた。 
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黄砂観測日：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（18日）　　　　　　（18日、19日）　　　　　　　(21日)　　　　　　　　　　(24日)　　　　　　　(24～26日)

黄砂観測日：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（18日）　　　　　　（18日、19日）　　　　　　　(21日)　　　　　　　　　　(24日)　　　　　　　(24～26日)
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黄砂観測日：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（18日）　　　　　　（18日、19日）　　　　　　　(21日)　　　　　　　　　　(24日)　　　　　　　(24～26日)
 

※2006年度調査結果(2日ごとに行った分析結果を用いた) 

※SASSの測定時間は12時～翌11時45分 

 

北海道 19日 25日
宮城県 18日 19日 24日 25日
新潟県 18日 19日 24日
茨城県 18日
埼玉県 18日
千葉県 18日 19日
東京都 18日 19日 24日 25日
愛知県 18日 24日 25日
大阪府 18日 24日 25日
兵庫県 18日 19日 24日 25日
岡山県 24日 25日
福岡県 24日 25日
宮崎県 24日 25日 26日

黄砂観測日

 
図参考2.1(1) PM2.5質量濃度及び成分濃度の変動（2006年度春季） 
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※2006年度調査結果(2日ごとに行った分析結果を用いた) 

※SASSの測定時間は12時～翌11時45分 
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図参考2.1(2)  PM2.5質量濃度及び成分濃度の変動（2006年度春季） 



 参考2-4 

 

一方で、PM2.5質量濃度が98パーセンタイル値を超過した日に占める黄砂観測日数を確認

したところ（表参考2.2）、0～5日と地域や年度ごとの黄砂の規模によってばらつきがみられた。

とくに黄砂による影響が大きかったと考えられる 2001、2002年度及び 2006年度では、98パ

ーセンタイル値超過日に占める黄砂観測日の割合が大きかった。 

 

表参考2.2 PM2.5(50℃加熱方式TEOM)濃度が 

98パーセンタイル値を超過した黄砂観測日の日数 

2001年度 2002年度 2003年度 2004年度 2005年度 2006年度 2007年度
01北海道札幌市西測定局 2/7 2/7 0/7 1/7 1/7 0/7 0/7
02宮城県仙台市長町測定局 1/7 1/7 0/7 0/7 0/7 0/7 0/7
03新潟県上越市深谷測定局 3/4 3/7 0/7 0/7 0/7 3/7 0/7
04茨城県取手市取手市役所測定局 0/7 0/7 0/7 0/7 0/7 0/7 0/7
05埼玉県蓮田市蓮田測定局 0/7 0/7 0/7 0/7 0/7 0/7 0/7
06千葉県市川市真間小学校 0/7 0/7 0/7 0/7 0/7 1/7 0/7
07東京都板橋区氷川測定局 0/7 0/7 0/7 0/7 0/7 1/7 0/7
08愛知県名古屋市鳴海配水場測定局 1/4 0/7 0/7 1/7 0/7 1/7 1/7
09大阪府守口市大日測定局 0/7 0/7 0/7 1/7 0/7 1/7 2/7
10大阪府堺市金岡測定局 0/7 1/7 0/7 2/7 0/7 1/7 1/7
11兵庫県神戸市垂水測定局 1/7 2/7 0/7 2/7 0/7 1/7 1/7
12岡山県倉敷市玉島測定局 1/7 0/7 0/7 2/7 0/7 3/7 0/7
13福岡県福岡市吉塚測定局 3/7 1/7 0/7 0/7 0/7 0/7 2/7
14宮崎県日向市旧日向保健所測定局 2/4 0/7 0/7 1/7 1/7 0/7 2/7
15茨城県取手市消防本部消防署 0/7 0/7 0/7 0/7 0/7 0/7 0/7
16千葉県市川市塩浜体育館 0/5 0/7 0/7 0/7 0/7 0/7 0/7
17神奈川県横浜市浅間下測定局 0/7 0/7 0/7 0/7 0/7 0/7 0/7
18愛知県稲沢市稲沢測定局 3/7 5/7 0/7 0/7 0/7 1/7 1/7
19大阪府守口市大庭浄水場 0/7 0/7 0/7 1/7 0/7 1/7 2/7
※98パーセンタイル値超過日数：黄砂観測日の日平均値が年間98%値を超過した日数。

※上位2%日数：年間に得られた有効測定日の日平均値のうち、上位2%の範囲に入る(98パーセンタイル値を超過した)日平均値が測定された日数。

98パーセンタイル値超過日数/上位2%日数
地点

 
 

 

 

 

 

98パーセンタイル値を超過した日数 
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略 語 一 覧 

 

略 語 意 味 原 語 

ACS研究 － American Cancer Society study 

AHSMOG研究  － Adventist Health and SMOG study 

BLF 気管支肺胞洗浄 Broncho Lavage 

BALF 気管支肺胞洗浄液 BronchoAlveolar Lavage Fluid 

BMI 肥満度指数 Body-Mass Index 

CAPs 濃縮した大気中粒子状物質 Concentrated Ambient Particles 

CC 炭酸塩炭素 Carbonaceous Carbon 

CI 信頼区間 Confidence Interval 

COPD 慢性閉塞性肺疾患 Chronic Obstructive Pulmonary Disease 

CVD 心血管疾患 Cardiovascular Disease 

DE ディーゼル排気 Diesel Exhaust  

DEP ディーゼル排気粒子 Diesel Exhaust Particles 

DNA デオキシリボ核酸 Deoxyribonucleic acid 

EC 元素状炭素 Elemental Carbon  

FEF75 FVCの75％の平均努力呼気流量 Forced Expiratory Flow at 75% of FVC 

FEV0.75 0.75秒量(努力肺活量の0.75秒量） Forced Expiratory Volume in 0.75 second 

FEV1.0 1秒量(努力肺活量の1秒量） Forced Expiratory Volume in one second 

FVC 努力肺活量  Forced Vital Capacity 

GAM 一般化加法モデル Generalized Additive Model 

GLIM,GLM 一般化線形モデル Generalized Linear Model 

IgE 免疫グロブリンE Immunoglobulin E  

IHD 虚血性心疾患 Iscemic Heart Disease 

IL インターロイキン InterLeukin 

LDH 乳酸脱水素酵素 Lactic DeHydrogenase 

Medicare 米国の高齢者医療保険 － 

Med-ACS ACS研究と同じ対象都市についてメデ
ィケアデータを用いた研究 

Medicare-ACS  

Med-SCS 6都市研究と同じ対象都市についてメ
ディケアデータを用いた研究 

Medicare-Six Cities Study 

MESA研究 － the Multi-Ethnic Study of Atherosclerosis 

MMAD 空気動力学径 Mass Median Aerodynamic Diameter 

MMEF 最大中間呼気流量 Maximal Mid-Expiratory Flow 

NIPPON DATA － National Integrated Project for Prospective 

Observation of Non-com 

unicable Disease and Its Trends in the Aged 

NLCS-AIR研究 － Long-Term Effects of Traffic-Related Air Pollution on 

Mortality in a Dutch Cohort 

OC 有機炭素 Organic Carbon 

OVA 卵白アルブミン OVAlbumin 

PAH 多環芳香族炭化水素 Polycyclic Aromatic Hydrocarbons 
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略 語 意 味 原 語 

Penh 気道過敏症の程度を示すと考えられて
いる指標の一つ 

Enhanced Pause 

ROFA 残留オイル集塵灰 Residual Oil Fly Ash 

RR 相対リスク Relative Risk 

SASS 秤量測定法の一種 Speciation Air Sampling System 

SE 標準誤差 Standard Error 

SPM 浮遊粒子状物質 Suspended Particulate Matter 

TEOM 自動測定法の一種 Tapered Element Oscillation Microbalance 

TSP 総浮遊粒子 Total Suspended Particles 

U.S.EPA 米国環境保護庁 The United States Environmental Protection Agency 

VA研究 － Veterans Administration study 

VOC 揮発性有機化合物 Volatile Organic Compounds 

WHI研究 － Women's Health Initiative observational study 

WHO 世界保健機構 World Health Organization 

 




